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1．はじめに 

 近年、小学生の通学において保護者による送迎や付き添

いが増加している 1)。このような通学行動の変化は、子ど

もの自立的な移動経験の機会の減少をもたらす可能性があ

る。送迎や付き添いの背景には、小学校の統廃合に伴う通

学距離の増加、交通事故や犯罪に対する不安の高まりなど

があると考えられるが、保護者が子どもに対してどの程度

自立的な移動を許可しているかという観点も重要な要素の

一つであると考えられる。 

このような文脈において、子どもの移動自由性（Childre

-n’s Independent Mobility：CIM）は、保護者が子どもに許可

している移動の範囲や内容を示す概念として、海外を中心

に研究が蓄積されてきた。例えば、Hillman et al.(1990) 2)は

子どもの単独移動の機会が時代とともに減少していること

を示し、その後の研究ではCIMと身体活動量や健康、社会

性との関連性が報告されている 3)～5)。また、近年では都市

環境や交通安全、地域の社会資本などがCIMに与える影響

についても検討が進められている 6)～8)。しかしながら、こ

れらの研究の多くは、子どもの外出行動や遊びといった比

較的自由度の高い行動との関連性について検証しているも

のが多く、日常的かつ制約条件の強い通学行動との関連性

については十分に明らかにされていない。 

通学は目的地が固定された行動である一方、その通学方

法には保護者の判断が大きく関与するため、CIMが実際の

行動として現れる場面であると考えられる。特に、通学時

における同伴者の有無や種類は、子どもの移動の自立性の

程度を反映する要素の一つであり、保護者による許可が実

際の行動とどのような関連があるのかを把握する上で重要

な視点であると考えられる。しかし、CIMと通学時の同伴

者形態との関連性を実証的に検討した研究は限られており、

保護者の意識と子どもの行動との対応関係については十分

な知見が得られていない。また、本研究では通学の中でも

登校時に着目して分析を行う。これは、登校時は下校時と

比較して通学時間が定まっていることや、下校時は習い事

や学童といった下校後の行動が個人差によって大きく異な

ることが想定されるため、先述するような制約された環境

下における CIM との関連性を把握するうえでは登校時が

適切であると考えた。 

以上を踏まえ、本研究は小学生の登校時における同伴者

形態に着目し、保護者による子どものCIMとの関連性を明

らかにすることを目的とする。 

 

2．本研究の位置づけ 

 まず、日本における通学手段や通学形態に関する研究に

ついて、小礒ら 1)は、全国PT調査を用いて小学生の通学実

態を都市類型毎に比較した。また、樋野ら 9)は、全国の公

立小学校に通う児童と同居する女性を対象にアンケート調

査を実施し、77％の児童が一人で学校から帰宅することが

許可されていることなどを明らかにした。また、廣瀬ら 10)，

11)は、小学生の登校時における家族による送迎行動に着目

し、個人属性や登校環境、地域特性と送迎頻度との関連性

について明らかにした。このように通学手段に着目した既

往研究はいくつか見受けられるものの、「誰と通学している

か」という同伴者の観点も含めて研究しているものは少な

い。同伴者に着目している研究としては、瀬藤ら 12)のもの

があり、小学生へのアンケート調査によって、同伴者やア

クティビティといった通学形態と下校時幸福感について調

査を行い、友だちと一緒に下校することで通学班やひとり

で下校するよりも下校時幸福感が高まることを明らかにし

た。しかしながら、瀬藤らの研究は主として通学時の主観
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的評価に焦点を当てたものであり、同伴者の違いが子ども

の CIM そのものにどのような関連性を有しているのかに

ついては十分に検討されていない。一般に、CIMは子ども

が単独で行動することに対する保護者の許可の程度として

定義されることから、通学時に誰と行動しているかという

同伴者形態は、その許可の水準を反映するものと考えられ

る。 また、同伴の有無は子どもの自立的な移動経験の機会

を表すものであると考えられる。したがって、同伴者形態

とCIMとの関連性を検討することは、子どもの自立的移動

の実態を理解する上で重要な意義を有すると考えられる。 

 ここで、日本におけるCIMに関する研究としては増加傾

向にあるものの、蓄積が少ないのが現状である。石河ら 13)

や宮岸ら 14)は 6Licenses に着目し、個人属性や環境要因と

の関連性を明らかにしている。他にも、雨宮 15)や李ら 16)の

ように外遊びと CIM との関連性について明らかにしてい

る研究や、橋村ら17)、畑ら18)などのように公園やコンビニ、

ショッピングモールなど特定の施設に対する CIM につい

て明らかにした研究、松尾ら 19)のような公共交通機関の利

用に対するCIMについて明らかにした研究などがある。以

上のように、日本におけるCIMに関する研究は屋外遊びの

ような比較的自由度の高い行動と紐づけた研究が多く、通

学のような一定の制約が存在する状況下において、CIMと

どのような関連があるのかを明らかにした研究は見られな

い。そこで本研究の特徴は、登校時における同伴者形態に

着目することで、CIMとどのような関連があるのかについ

て検証する点にある。 

 

3．調査及び分析データの概要 

3-1.本研究で使用するCIM指標について 

 本研究では、子どもの CIM（Children’s Independent 

Mobility: CIM）を把握するための指標として、Hillman et al.  

（1990）2)により提案された「6 Licenses」を基礎とした測定

枠組みを用いる。「6 Licenses」とは、子どもが日常生活にお

いてどの程度自立的に移動することを親から許可されてい

るかを把握するための指標であり、複数の行動に対する単

独実行の許可の有無によって構成される。これは，実際の

移動行動そのものではなく，親による許可の程度を通じて，

子どもが自立的に移動できる範囲を把握する点に特徴があ

る。一方で、日本における適用にあたっては生活環境や文

化的背景を踏まえた項目選定が必要とされる。Hino et al. 

(2025) 20) は、従来の「6 Licenses」に『近所への買い物』を

加えた 7 項目を対象に検討を行い、『暗くなってから一人

で出かける』および『ひとりで公共交通機関に乗る』の 2

項目については、日本の小学生の実態に照らして適用性が

低いことから除外することが適切であると指摘している。 

以上を踏まえ、本研究ではHino et al. (2025) 20)の知見に基

づき、『ひとりで学校から帰宅する』『ひとりで車通りの多

い道路を渡る』『ひとりで学校以外の徒歩圏内の場所に行

く』『ひとりで自転車に乗って出かける』『ひとりで近所に

買い物に行く』の5項目を分析に用いた。これらの項目は、

日本の生活環境における子どもの日常的な移動場面を反映

したものであり、CIMを測定する指標としての妥当性を有

すると考えられる。 

 

3-2.アンケート調査の概要 

 本研究での分析に用いたアンケート調査の概要について

表-1に示す。調査は、全国の公立小学校に通う子どもと同

居する 20 歳～50 歳の女性を対象に行われ、最も年齢の低

い子どもについて個人属性や通学状況、CIMの指標となる

Licensesに対する許可状況などについて尋ねた。 

 

4. 登校時における同伴者形態の実態把握 

4-1.同伴者の定義 

 本研究における同伴者形態について、図-1に示すフロー

チャートに従って定義した。まず、車・自転車による送迎

頻度が月 11 日以上のサンプルを日常的に送迎が行われて

いる層であると解釈し「非徒歩（車・自転車による送迎）」

と定義した。また、「徒歩の日は誰と一緒に登校することが

多いですか」という設問に対して（フローチャート内では

同伴者と表記）「親」が選択されているサンプルを「徒歩（親

同伴）」と定義した。続いて同設問に対して「親」が選択さ

れておらず、かつ「登校班・友達」が選択されているサン

プルを「徒歩（友達同伴）」、「ひとり」が選択されているサ

ンプルを「徒歩（一人）」と定義した。なお、「非徒歩（車・

自転車による送迎）」については世帯内の自動車保有台数と

自転車保有台数が0台のサンプルを除外している。また、

徒歩通学をしている形態については登校班で登校している

サンプルを除外している。これについて本研究においては、

CIM という親の持つ意識が通学形態にどのように反映し

ているのかを検討するうえで、学校の制度として定められ

ている登校班は親の意識を反映させる余地がほとんどなく、

分析で含めるのは適切でないと判断したためである。さら

に本分析では、矛盾回答のスクリーニングを行った全サン

プルから、徒歩通学時間 20 分未満のサンプルのみを抽出

した。一般に、通学距離が長い場合には物理的に徒歩通学

が困難となり、送迎が選択される可能性が高まると考えら

れる。本研究ではこのような通学距離による影響をできる

限り排除し保護者の判断や意識が反映されやすい状況に着

表-1 アンケート調査概要  

 

調査方法 Webアンケート調査（Freeasy）
調査期間 2023/10/31～2023/11/14
対象者 全国の公立小学校に通う児童と同居する20歳～50歳の女性

回収サンプル数 6000

主な質問項目

・個人属性（回答者の年齢、職業、子どもの学年、子どもの性別
など）
・通学状況
・Licensesに対する許可状況
・歩行環境評価

スクリーニング条件

以下の条件に該当するサンプルは矛盾回答が含まれていると判断
し除外

・「同居家族人数」-「高校生以下の同居家族人数」の値が０以下
となるサンプル
・過去1ヶ月に徒歩以外の交通手段を利用していないサンプルや直
近の1週間に1日以上歩いて登校したサンプルで、徒歩で登校する
日は誰と一緒の日が多いかについて「徒歩の日はなかった」と回
答しているサンプル

調査概要
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目するため、徒歩通学時間が短いサンプルを抽出した。具

体的には、表-2に示すように同伴者形態と徒歩通学時間に

ついて独立性の検定及び残差分析を行った。その結果、徒

歩通学時間において20分未満について「非徒歩（車・自転

車による送迎）」の割合が統計的に有意に低いことが示され

た。以上より徒歩通学時間 20 分未満の場合は通学距離に

よって送迎が選択される可能性が相対的に低く、親の意識

が反映されやすいと考えられるため、本研究では徒歩通学

時間が 20 分未満のサンプルに限定して分析を行うことと

した。ここで、フローチャートに従って定義された同伴者

形態の割合について表-3 に示す。表より、「徒歩（友達同

伴）」の割合が約51％と最も多く、「非徒歩（車や自転車で

送迎）」の割合が約6.3％と最も少ないことが伺える。 

 

4-2. CIMの得点化 

 本研究では、3-1節で述べたCIMに関する5項目につい

て「許可している」の回答を1点として回答者ごとに合計

5点満点で集計した（以下、CIM得点）。集計結果を表-4に

示す。表-4より、CIM得点が5点のサンプル数が最も多く、

0 点のサンプル数が最も少ないことが伺える。また、項目

ごとの許可割合について表-5に示す。表より、「ひとりで学

校から帰宅する」が最も許可されている割合が高く、「ひと

りで自転車に乗って出かける」が最も許可されている割合

が低いことが示された。 

 

4-3. 同伴者形態と各項目の関連性 

 本節では、同伴者形態と関連性のある項目を明らかにす

るために、個人属性、歩行環境評価、CIMの３つの観点か

ら独立性の検定及び残差分析を行った。ここで、歩行環境

評価に関する設問についてはANEWS 日本語版（近隣歩行

環境簡易質問紙日本版）21)を参考に作成し、「歩道・自転車

道」「景観」「交通安全」「治安」の4種類に区分している。

本研究では ANEWS 日本語版のスコアリング方法に従っ

て、サブスケールごとに算出した項目の得点の平均点を得

点としている。なお、本設問において否定的な文言を含む

質問については逆コード化を行っている。CIM得点につい

ては、0点と1点を「低得点」、2点と3点を「中得点」、4

点と 5 点を「高得点」にカテゴリ化した。分析結果を表-6

に示す。まず、個人属性については、回答者の年齢に着目

すると、20・30代において「徒歩（一人）」である割合が統

計的に有意に低く、「非徒歩（車・自転車による送迎）」で

ある割合が統計的に有意に高いことが示された。回答者の

職業については、専業主婦の場合に「徒歩（親同伴）」であ

る割合が統計的に有意に高いことが示された。子どもの属

性と同伴者形態との関連性については、子どもの性別に着

目すると女子において「徒歩（一人）」である割合が統計的

に有意に低く、「徒歩（友達同伴）」である割合が統計的に

有意に高いことが示された。また、学年に着目すると低学

年において「徒歩（一人）」である割合が統計的に有意に低

  

図-1 同伴者形態のフロー図 

表-2 同伴者形態と徒歩通学時間の関連性 

 

表-3 同伴者形態の割合 

 徒歩 

（一人） 

徒歩 

（友達同伴） 

徒歩 

（親同伴） 

非徒歩（車・自転車

による送迎） 

全体 

サンプル

数 

646 986 152 120 1904 

割合 33.9%

%%% 

51.8% 8.0% 6.3% 100% 

 
表-4 CIMの得点分布 

 0点 1点 2点 3点 4点 5点 全体 

サンプル数 135 309 313 324 343 480 1904 

割合 7.1% 16.2% 16.4% 17.0% 18.0% 25.2% 100% 

 

表-5 各Licensesにおける許可割合 

 サンプル数 割合 

車通りの多い道路を渡る 1166 61.2% 

学校以外の徒歩圏内の場所に行く 986 51.8% 

学校から帰宅する 1704 89.5% 

自転車に乗って出かける 895 47.0% 

近所に買い物に行く 928 48.7% 

 

全サンプル

除外

車・自転車による
送迎

「月11日以上」

非徒歩
（車・自転車による送迎）

同伴者で「親」が
選択されている 徒歩（親同伴）

同伴者で「登校
班・友達」が選択
されている

徒歩
（友達同伴）

同伴者で
「ひとり」が選択
されている

徒歩（一人）

はい

いいえ

いいえ

いいえ

はい

はい

はい

除外

徒歩通学時間
20分未満

「お子さんは
登校班で登校し
ていますか」

はい

はい

いいえ

いいえ

徒歩（一人）
徒歩

（友達同伴）
徒歩

（親同伴）

非徒歩（車・
自転車による

送迎）

徒歩通学時間

５分未満(n=217) 121(55.8%) 72(33.2%) 15(6.9%) 9(4.1%)

５～９分(n=614) 227(37.0%) 297(48.4%) 56(9.1%) 34(5.5%)

10～19分(n=1073) 298(27.8%) 617(57.5%) 81(7.5%) 77(7.2%)

20～29分(n=476) 73(15.3%) 305(64.1%) 43(9.0%) 55(11.6%)

30～39分(n=151) 20(13.2%) 78(51.7%) 15(9.9%) 38(25.2%)

40～49分(n=65) 10(15.4%) 31(47.7%) 1(1.5%) 23(35.4%)

50～59分(n=14) 1(7.1%) 7(50.0%) 0(0.0%) 6(42.9%)

60分以上(n=28) 1(3.6%) 3(10.7%) 0(0.0%) 24(85.7%)

クロス集計の残差分析
青字:期待度数より実測度数が高い

下線：1%有意 　：5%有意　　斜体：10%有意

赤字:期待度数より実測度数が低い

独立性の検定　　**：1%有意　*：5%有意　†：10%有意

p<0.001 **

同伴者形態

P値
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く、「徒歩（親同伴）」である割合が統計的に有意に高いこ

とが示された。歩行環境評価と同伴者形態との関連性につ

いて、「景観」得点に着目すると3点以上において、「徒歩

（一人）」「非徒歩（車・自転車による送迎）」の割合が統計

的に有意に低く、「徒歩（友達同伴）」である割合が統計的

に有意に高いことが示された。「交通安全」得点に着目する

と、2点未満において「徒歩（友達同伴）」である割合が統

計的に有意に低く、「徒歩（親同伴）」「非徒歩（車・自転車

による送迎）」である割合が統計的に有意に高いことが示

された。「治安」得点に着目すると、3点以上において「徒

歩（一人）」である割合が統計的に有意に高く、「徒歩（親

同伴）」である割合が統計的に有意に低いことが示された。

最後に、CIM得点に着目すると、高得点において「徒歩（一

人）」「徒歩（友達同伴）」である割合が統計的に有意に高く、

「徒歩（親同伴）」「非徒歩（車・自転車による送迎）」であ

る割合が統計的に有意に低いことが示された。 

 

4-4. 同伴者形態の関連要素分析 

 本節では、前節において関連性が見られた要素と同伴者

形態の関連性の強さを明らかにするために多項ロジスティ

ック回帰分析を行った。なお、本分析においては目的変数

とした同伴者形態のうち「徒歩（一人）」を参照カテゴリに

している。説明変数には、前節までで関連性が見られた項

目を用い、いずれも標準化を行ったうえで分析を行った。

なお、多重共線性を考慮して説明変数間の相関係数が|0.35|

よりも大きい場合は一方を除外している。分析結果を表-7

に示す。まず、全体の傾向として「CIM得点」のオッズ比

に着目すると「徒歩（親同伴）」の場合に最も関連性が強く、

次いで「非徒歩（車・自転車による送迎）」「徒歩（友達同

伴）」の順となっておりいずれもCIMと負の相関があるこ

とが示された。「徒歩（親同伴）」が「非徒歩（車・自転車

による送迎）」よりもオッズ比が大きいことの解釈として、

車・自転車による送迎は環境や子どもの身体的な問題など

様々な事情によって行われる可能性があるのに対して、親

が徒歩で付き添う場合は、基本的に子どもは物理的に徒歩

で通学することは可能であることが多いことが想定される

ことから、付き添う理由として親による許可が相対的に反

映されやすいことが考えられる。 

続いて各カテゴリについて、「徒歩（友達同伴）」に着目

すると、偏回帰係数より「性別『女子』ダミー」が最も関

連性が強く女子の方が友達と徒歩で登校する確率が高いこ

とが示された。歩行環境評価については「『景観』得点」が

高いほど友達と徒歩で登校する確率が高まることが示され

た。次に「徒歩（親同伴）」に着目すると偏回帰係数から「CIM

得点」が最も関連性が強いことが示された。また、専業主

表-7 同伴者形態に関する多項ロジスティック回帰分析結果 

 

表-6 同伴者形態に関するクロス集計結果 

 

オッズ比 P値 判定 オッズ比 P値 判定 オッズ比 P値 判定

母親の年齢 -0.1105 0.8954 0.0360 * -0.0034 0.9966 0.9713 -0.3260 0.7218 0.0013 **

職業「専業主婦」ダミー 0.0535 1.0550 0.3101 0.1878 1.2066 0.0364 * 0.0316 1.0321 0.7687

居住形態「アパート・マンション」ダミー -0.1332 0.8753 0.0142 * 0.1369 1.1467 0.1697 -0.1870 0.8294 0.1224

子どもの性別「女子」ダミー 0.1716 1.1873 P < 0.001 ** 0.1269 1.1353 0.1821 0.0469 1.0480 0.6491

世帯内の自動車保有台数「２台以上」ダミー 0.0760 1.0790 0.1726 -0.0617 0.9402 0.5638 0.6184 1.8559 P < 0.001 **

大人の同居家族人数「３人以上」ダミー 0.0398 1.0406 0.4606 0.1903 1.2096 0.0444 * 0.1819 1.6206 0.0529 †

「景観」得点 0.1656 1.1801 0.0015 ** 0.1581 1.1712 0.1017 0.0654 1.1995 0.5396

「治安」得点 -0.0097 0.9903 0.8576 -0.1924 0.8250 0.0511 † -0.1935 1.0676 0.0736 †

CIM CIM得点 -0.0998 0.9051 0.0742 † -1.0394 0.3537 P < 0.001 ** -0.4895 0.6129 P < 0.001 **

0.4516 1.5708 P < 0.001 ** -1.8815 0.1524 0.8818 -1.9810 0.1379 0.0648 †

v 徒歩（友達同伴） 徒歩（親同伴） 非徒歩（車・自転車による送迎）

説明変数 偏回帰係数 偏回帰係数 偏回帰係数

個人属性

歩行環境評価

定数項

決定係数
Cox-Snell

回帰式の有意性 P<0.001

n=1904　 　✝：P<0.10　*：P<0.05　**：P<0.01      ※参照カテゴリは「徒歩（一人）」

McFadden

0.1346 0.1520 0.0667

判別的中率 52.63%

Nagelkerke

徒歩
（一人）

徒歩
（友達同伴）

徒歩
（親同伴）

非徒歩
（車・自転車
による送迎）

回答者（母親）の年齢

20・30代(n=792) 245(30.9%) 421(53.2%) 61(7.7%) 65(8.2%)

40・50代(n=1112) 401(36.1%) 565(50.8%) 91(8.2%) 55(4.9%)

回答者（母親）の職業

パート・アルバイト(n=732) 272(37.2%) 374(51.1%) 46(6.3%) 40(5.5%)

フルタイム勤務(n=556) 172(30.9%) 298(53.6%) 41(7.4%) 45(8.1%)

専業主婦(n=518) 163(31.5%) 266(51.4%) 60(11.6%) 29(5.6%)

居住形態

アパート・マンション(n=748) 281(37.6%) 357(47.7%) 80(10.7%) 30(4.0%)

一戸建て(n=1093) 337(30.8%) 607(55.5%) 64(5.9%) 85(7.8%)

自動車保有台数

0台(n=218) 88(40.4%) 97(44.5%) 32(14.7%) 1(0.5%)

1台(n=921) 332(36.0%) 484(52.6%) 71(7.7%) 34(3.7%)

2台(n=643) 191(29.7%) 351(54.6%) 43(6.7%) 58(9.0%)

3台以上(n=122) 35(28.7%) 54(44.3%) 6(4.9%) 27(22.1%)

子どもの性別

男子(n=920) 346(37.6%) 445(48.4%) 69(7.5%) 60(6.5%)

女子(n=984) 300(30.5%) 541(55.0%) 83(8.4%) 60(6.1%)

子どもの学年

低学年(n=741) 196(26.5%) 388(52.4%) 105(14.2%) 52(7.0%)

中学年(n=576) 210(36.5%) 307(53.3%) 29(5.0%) 30(5.2%)

高学年(n=587) 240(40.9%) 291(49.6%) 18(3.1%) 38(6.5%)

大人の同居家族人数

1人(n=221) 77(34.8%) 110(49.8%) 14(6.3%) 20(9.0%)

2人(n=1357) 470(34.6%) 710(52.3%) 108(8.0%) 69(5.1%)

3人以上(n=326) 99(30.4%) 166(50.9%) 30(9.2%) 31(9.5%)

「歩道・自転車道」得点

2点未満(n=443) 155(35.0%) 214(48.3%) 38(8.6%) 36(8.1%)

2点以上３点未満(n=1047) 368(35.1%) 541(51.7%) 79(7.5%) 59(5.6%)

３点以上(n=414) 123(29.7%) 231(55.8%) 35(8.5%) 25(6.0%)

「景観」得点

2点未満(n=461) 168(36.4%) 222(48.2%) 41(8.9%) 30(6.5%)

2点以上３点未満(n=1095) 379(34.6%) 559(51.1%) 80(7.3%) 77(7.0%)

３点以上(n=348) 99(28.4%) 205(58.9%) 31(8.9%) 13(3.7%)

「交通安全」得点

2点未満(n=132) 43(32.6%) 58(43.9%) 18(13.6%) 13(9.8%)

2点以上３点未満(n=1402) 474(33.8%) 729(52.0%) 109(7.8%) 90(6.4%)

３点以上(n=370) 129(34.9%) 199(53.8%) 25(6.8%) 17(4.6%)

「治安」得点

2点未満(n=135) 47(34.8%) 59(43.7%) 19(14.1%) 10(7.4%)

2点以上３点未満(n=1337) 438(32.8%) 697(52.1%) 114(8.5%) 88(6.6%)

３点以上(n=432) 161(37.3%) 230(53.2%) 19(4.4%) 22(5.1%)

CIM得点

低得点(n=444) 111(25.0%) 201(45.3%) 85(19.1%) 47(10.6%)

中得点(n=637) 220(34.5%) 342(53.7%) 40(6.3%) 35(5.5%)

高得点(n=823) 315(38.3%) 443(53.8%) 27(3.3%) 38(4.6%)

クロス集計の残差分析

青字:期待度数より実測度数が高い

**

0.1859

0.0214 *

0.0522 †

下線：1%有意 　：5%有意　　斜体：10%有意

赤字:期待度数より実測度数が低い

独立性の検定　　**：1%有意　*：5%有意　†：10%有意

P<0.001 **

P<0.001 **

*0.0266

**P<0.001

**0.0082

P<0.001 **

0.0073 **

**

同伴者形態

P値

C
I
M

歩
行
環
境
評
価

個
人
属
性

0.0026

P<0.001
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婦や同居する大人が多い場合のように子どもに付き添うこ

とができる大人がいることが親同伴である確率を高める要

素であることも示された。最後に「非徒歩（車・自転車に

よる送迎）」に着目すると、偏回帰係数より、「世帯内の自

動車保有台数『2 台以上』ダミー」が最も関連性が強いこ

とが示された。次いで「CIM得点」が関連性が強く、CIM

が低いことで車や自転車で送迎してもらう確率が高まるこ

とが示された。 

 

5．同伴者形態に関する関連構造 

 本章では、前章までの分析で関連が見られた項目に関し

て、それらが同伴者形態にどのような関連構造を有してい

るかについて、パス解析により明らかにした。なお、本分

析では同伴者形態の中でも「徒歩（親同伴）」に着目する。 

理由としては、前章の多項ロジスティック回帰分析の結果

より、「徒歩（親同伴）」の時、親による許可が最も大きく

影響していることが示唆されたことから、親が付き添って

登校をするに至るまでの関連構造を把握することに意義が

あると考えたためである。また、前章での考察を踏まえ、

車・自転車による送迎は子どもの身体的事情や、通学距離

以外の地理的条件などの要因も含まれる可能性があるため、

本分析では徒歩通学の形態に限定をして分析を行った。前

章までの分析結果や既往研究 13),17)の結果を参考に、次のよ

うに関連構造についての仮説を立てた。 

① 親による許可の程度が「徒歩（親同伴）」に直接的な関

連構造を有する 

② また、居住環境のような送迎や付き添いを実行しうる

環境を表す項目は「徒歩（親同伴）」に直接的な関連構

造を有する 

③ 子どもの属性や母親の属性、歩行環境に対する評価に

関しては、CIMを媒介して「徒歩（親同伴）」と間接的

な関連構造を有する 

 分析結果を図-2に示す。なお，パス解析では、既往研究

および前段の多項ロジスティック回帰分析の結果等を踏ま

えて候補となる変数・関連構造を設定し、複数のモデルに

ついて適合度を比較した上で、本モデルを採用した。なお、

パス係数は全て標準化を行っており、パスの有意水準が5%

未満のものを採用した。モデルの適合度は、CFI が 0.983、

RMSEAが0.030、SRMRが0.015であり、全てのパス係数

が有意水準 1％で採用されていることからも、良好な精度

を有していると判断した。 

パス解析の結果から、まず、「CIM得点」から「『徒歩（親

同伴）』ダミー」へのパスが負に有意であったことから、親

による許可の程度が低いほど、子どもが徒歩通学時に親が

同伴する傾向にあることが示唆された。この結果は、本研

究で設定した「CIMと同伴者形態との関連」を支持するも

のであり、徒歩通学時における同伴者形態が親による日常

的な行動許可の程度と関連するものであると考えられる。

また、「大人の同居家族人数」と「『アパート・マンション』

ダミー」から「『徒歩（親同伴）』ダミー」へのパスが正に

有意であることから、これらの要素は子どもに付き添って

登校する実行可能性に関わる生活条件を反映していると考

えられる。特に、同居する大人の人数が多いことで親が通

学時に付き添いをしやすい環境にある可能性がある。「『ア

パート・マンション』ダミー」が「『徒歩（親同伴）』ダミ

ー」と正の関連を有している結果については、集合住宅の

立地する傾向にある都市規模やそれに伴う通学時間等さま

ざまな要素が背景に関連している可能性があるため、結果

の解釈には留意する必要がある。さらに、「学年」から「CIM

得点」へのパスが正に有意であることが示され、子どもの

成長に伴い、親が子どもに対して単独での行動を許可しや

すい傾向にあることが示唆された。この結果は、学年や年

齢と CIM との関連を示した既往研究 13),19)の結果と整合す

る。また、標準化パス係数は比較的小さいものの、「『専業

主婦』ダミー」から「CIM得点」へのパスが負に有意であ

ることが示された。この結果の解釈として、母親が専業主

婦であることで相対的に子どもと関わる時間が多くなり、

安全管理に関与する機会が多くなることで、結果として子

どもが単独行動することに対して慎重になることが考えら

れる。最後に、歩行環境評価に着目すると「歩道・自転車

道」と「交通安全」、「交通安全」と「治安」にそれぞれ正

の相関が見られ、「治安」から「CIM得点」へのパスが正に

有意であることから、歩行環境に対して肯定的な印象を抱

いていることで、それにより親による行動規制が緩和され

る可能性が示唆された。治安とCIMとの関連については、

既往研究13),15),17)においても周辺環境に対する認識とCIMと

の関連が示されており、本研究の結果はこれらの知見と整

合する。 

以上より、本研究では、既往研究で示されてきたCIMと

個人属性・歩行環境との関連を踏まえ、さらにCIMと実際

の登校時の同伴者形態との関連を明らかにした点に特徴が

ある。特に、CIM得点が低いほど親同伴での徒歩通学と関

連することが示されたことから、徒歩通学時の同伴者形態

は、子どもの移動に対する親の許可の程度と関連する通学

行動として捉えられる可能性が示唆された。 

 

 

図-2 「徒歩（親同伴）」に関するパス解析結果 

同伴者形態
「徒歩（親同伴）」ダミー
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「アパート・マンション」ダミー
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6．おわりに 

 本研究では、小学生の登校時における同伴者形態に着目

し、個人属性や歩行環境評価、CIMとの関連性およびその

関連構造について明らかにした。以下に得られた成果を示

す。 

 まず、同伴者形態と関連性のある項目を明らかにするた

めに、個人属性、歩行環境評価、CIMの3つの観点から独

立性の検定および残差分析を行った。その結果、自動車保

有台数や大人の同居家族人数といった送迎のしやすさを表

す項目が「非徒歩（車・自転車による送迎）」と関連性があ

ることが示された。それに対して「徒歩（親同伴）」につい

ては子どもの学年で統計的に有意な差が見られることから、

同じ親が付き添う通学形態でも、徒歩で行くか車や自転車

で送迎するかによって関連性のある項目が異なることが示

された。 

 次に、同伴者形態と各項目との関連性の強さを明らかに

するために、多項ロジスティック回帰分析を行った。その

結果、全てのカテゴリにおいて「CIM得点」が統計的に有

意な変数として採用されており、個人属性や歩行環境評価

による影響を考慮しても同伴者形態と関連性があることが

示された。また、「CIM得点」についてオッズ比に着目する

と「徒歩（親同伴）」について最も負の関連性が強いことが

示された。 

最後に、同伴者形態とCIMがどのような関連構造を有し

ているかについて明らかにするため、「徒歩（親同伴）」に

ついてパス解析を行った。その結果、CIMが徒歩通学にお

いて親が付き添うことと直接的に負の関連があることが示

され、徒歩通学時における同伴者形態が親による日常的な

行動許可の程度と関連するものであると考えられる。ただ

し、本研究では同伴や送迎を行う具体的な理由までは把握

できていない。同伴者形態にはCIM以外にも、子どもの特

性や CIM 以外の保護者個人の考え等の様々な要因が影響

すると考えられるため、あくまでCIMは同伴者形態を説明

する要因の一つである点に留意する必要がある。 

 以上より本研究は、通学時の同伴者形態が単なる交通行

動ではなく、保護者のCIMや心理的判断を反映した行動で

あることを示した点に社会的意義があると考える。例えば、

親が付き添って徒歩で登校するような形態が最も CIM と

強い関連性があり、親が付き添う背景には道路環境や通学

距離だけでなく、親の不安や日常行動に対する許可のあり

方が反映されていることが考えられる。これは通学行動を

規定するのは環境要因だけではないということを示唆して

おり、今後自立した通学行動を支援していく上で重要な知

見であると考える。具体的には、親が付き添って通学して

いる層が最終的に自立的な通学に移行できるように制度と

して登校班を導入することや特に CIM が低い傾向にある

低学年に対しては、友達づくりの場を提供することで自立

した通学の段階的な移行を促すことなどが考えられる。ま

た、歩行環境評価が親による許可に直接的な関連を有して

いたことからも、物理的な歩行環境整備を促進していくの

みならず、主観的に安心できる街路空間にする必要性があ

ると考えられる。以上から、本研究の結果から今後の自立

した通学を促すための段階的な政策提言につなげることが

できると考える。 

 最後に本研究における課題について以下の2点を挙げる。 

まず1点目に、本研究では、送迎によって登校している

層についてはどのような理由で送迎をされているのかにつ

いては明らかになっておらず、推察の域にとどまっている。

また、CIMが低い場合でも送迎や親による付き添いが行わ

れていない層は一定数存在し、その中にはそもそも親の仕

事の関係で送迎ができない層も存在している可能性がある

点に留意する必要がある。 

2 点目として、本研究で用いている歩行環境評価につい

ては主観的指標であるため、実際の街路環境だけでなく、

個人の性格による影響も含まれている可能性がある点に留

意する必要がある。今後は客観的な指標として地理的要因

についての関連性分析を行うことでより定量的に検証して

いく必要があると考える。 
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